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　お 願 い 　

府税の申告納付につきまして、日頃よりご協力をいただきお礼申し上げます。

さて、社会福祉法人、更生保護法人、学校法人（私立学校法第64条第４項の専修学校
又は各種学校の設置のみを目的とする法人を含みます。）で収益事業を行うものは、地方
税法第24条第４項の規定によって、法人府民税（法人税割額及び均等割額）の課税の対
象となりますが、収益事業の状況が下記１の地方税法施行令第７条の４ただし書き規定に
該当する場合には、法人府民税は非課税として取り扱うことになります。
つきましては、収益事業について、地方税法施行令第７条の４ただし書きの規定内容に
該当するか否かを判定する必要がありますので、確定申告書の提出に際しては、下記２に
掲げる書類を添付してご提出いただきますようお願いいたします。

記

　１　地方税法施行令第７条の４の規定（概要）

地方税法第24条第4項……の収益事業は、法人税法施行令第5条に規定する事業で、
継続して事業場を設けて行われるものとする。
ただし、当該事業のうち社会福祉法人、更生保護法人、学校法人又は私立学校法第64
条第4項 の法人が行う事業でその所得の金額の100分の90以上の金額を当該法人が行う
社会福祉事業、更生保護事業、私立学校、私立専修学校又は私立各種学校の経営（法人
税法施行令第5条 に規定する事業を除く。）に充てているもの（その所得の金額がなく
当該経営に充てていないものを含む。）を含まないものとする。
２　添付書類
（1） 「収益事業に係る所得金額（法人府民税の課税・非課税の判定）に関する計算書」
　　　　収益事業に係る所得金額及び法人府民税の課税・非課税判定について計算した別添の
計算書
（2） 損益計算書（本来事業及び収益事業に係るもの）の写し
（3） 法人税申告書等のうち次の書類で該当するものの写し

ア　確定申告書（別表１）
イ　所得の金額の計算に関する明細書（別表４）
ウ　寄附金の損金算入に関する明細書（別表１４（２））
     当該事業年度の収益事業の所得が欠損金額である場合又は当該所得の全額を控除未済
の欠損金額の控除に充てた場合等でこの明細書を作成していない場合は添付不要です。

（4） その他必要となる書類
＊ご不明な点がございましたら、担当の府税事務所（法人課税担当課）へお問合せください。
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